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人口一人当たりの延床面積の類似団体との比較
（近畿圏内）
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今
、
全
国
の
自
治
体
で
公
共
施
設
の
老
朽
化
が
大
き
な
社
会
問
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

本
市
で
も
、
多
く
の
施
設
が
す
で
に
老
朽
化
し
、
今
後
一
斉
に
改
修
や
建
て
替
え
の
時
期
が
到
来
し
ま
す
。

し
か
し
、
将
来
に
向
け
て
全
て
の
公
共
施
設
を
維
持
し
て
い
く
こ
と
は
財
政
的
に
困
難
で
す
。

　

次
世
代
に
負
担
を
先
送
り
し
な
い
た
め
に
も
、
今
、
私
た
ち
が
責
任
を
も
っ
て
今
後
の
公
共
施
設
の
あ
り
方

を
考
え
、
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。　　
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本
市
の
人
口
は
、
市
町
合
併
以

降
、
常
に
減
少
傾
向
に
あ
り
ま

す
。
国
勢
調
査
に
よ
る
と
、
合

併
し
た
当
時（
2
0
0
5
年
）は

人
口
８
万
9
2
0
8
人
で
し
た

が
、
一
昨
年
の
調
査（
20
年
）で
は

７
万
7
4
8
9
人
、
15
年
間
で

13
％
減
少
し
ま
し
た
。
将
来
の
人

口
推
計
に
よ
る
と
、
人
口
の
減
少

傾
向
は
今
後
も
続
く
見
通
し
で
す
。

そ
の
た
め
、
市
民
一
人
当
た
り
の

公
共
施
設
を
維
持
す
る
た
め
の
負

担
が
増
加
し
ま
す
。

　

ま
た
、
少
子
高
齢
化
の
進
行
に

よ
り
、
人
口
構
成
も
大
き
く
変
化

し
て
い
ま
す
。
生
産
年
齢
人
口

（
15
～
64
歳
）の
減
少
に
よ
り
、
税

収
が
伸
び
悩
む
一
方
、
高
齢
化
に

伴
う
社
会
保
障
費
な
ど
が
増
加
し
、

公
共
施
設
の
修
繕
、
改
修
な
ど
に

使
用
で
き
る
お
金
が
不
足
し
ま
す
。

今後、老朽化した公共施設が急増する。全ての施設を修繕・更新
しようとすると市財政は破綻してしまう

私
た
ち
が 
公
共
施
設
の
あ
り
方
を
考
え
る

次
世
代
に
負
担
を
先
送
り
し
な
い
た
め
に

公
共
施
設
の
現
状
と
課
題

人
口
減
少
で
施
設
の
維
持
費
不
足

公共施設再編計
画や地域デザイ
ン懇談会などの
詳細については、
市ホームページ
をご覧ください。

　

2
0
1
4
年
４
月
時
点
で
、
市

内
に
は
5
7
4
施
設
、
延
床
面
積

約
48
・
7
万
㎡
の
公
共
施
設
が
あ

り
ま
す
。
市
町
合
併
時
に
旧
市
町

時
代
に
整
備
さ
れ
た
公
共
施
設
を

そ
の
ま
ま
引
き
継
い
で
い
る
た
め
、

人口が過去15年間で13％減少

人口及び人口構成の推移と将来見通し

類
似
の
自
治
体
と
比
較
す
る
と

１
・
６
倍
の
延
床
面
積

類似自治体と比べ1.6倍
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公共施設分類別の施設数・延床面積構成比

　

一
般
的
に
大
規
模
改
修
が
必
要

と
さ
れ
る
建
築
後
30
年
を
経
過
し

【施設数構成比】 【延床面積構成比】

他
の
自
治
体
に
比
べ
る
と
非
常
に

多
く
な
っ
て
い
ま
す
。
人
口
一
人

当
た
り
の
延
床
面
積
は
、
類
似
す

る
自
治
体
と
比
較
す
る
と
学
校
施

設
で
は
１
・
47
倍
、
全
施
設
で
み

る
と
１
・
６
倍
に
な
っ
て
い
ま
す
。

た
公
共
施
設
が
、2
0
1
9
年
現

在
、
46
％
あ
り
ま
す
。
10
年
後
に

は
そ
の
割
合
は
75
％
に
達
し
、
今

後
、
多
く
の
施
設
で
改
修
や
建
て

替
え
の
時
期
が
到
来
し
ま
す
。

　

現
在
保
有
す
る
施
設
を
全
て
そ

の
ま
ま
の
形
で
維
持
・
更
新
す
る

こ
と
を
前
提
と
し
て
費
用
を
試
算

す
る
と
、
今
後
、
40
年
間
で
総
額

１
8
2
8
億
円
、
年
平
均
で
約

46
億
円
が
必
要
で
す
。

　

施
設
の
更
新
に
必
要
な
約
46
億

円
／
年
に
対
し
て
、
充
当
で
き
る

経
費
は
21
・
２
億
円
／
年
と
試
算

し
て
い
ま
す（
2
0
1
6
年
長
期

財
政
見
通
し
に
よ
る
）。
不
足
額

を
解
消
す
る
た
め
に
は
、
計
画
的

な
保
全
に
よ
り
施
設
の
耐
久
性
を

高
め
て
長
く
使
用
す
る
長
寿
命
化

と
合
わ
せ
て
、
今
後
、
40
年
間
で

公
共
施
設
の
延
床
面
積
を
34
％
削

減
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

行政系（庁舎、消防施設、消防車庫など）がトッ
プで、市民文化系（コミュニティセンター、
文化施設など）、子育て支援（幼稚園、保育園、
こども園、放課後児童クラブなど）が続く。

学校教育系（中学校、小学校、給食センター）
が約４割を占め、公営住宅、市民文化系、ス
ポーツ・レクリエーションが続く。

老
朽
化
の
建
物
が
急
増
、
施
設
の

維
持
・
更
新
に
年
間
46
億
円
必
要

更
新
費
用
の
不
足
額
解
消
に

延
床
面
積
34
％
削
減
が
必
要

公共施設の築年別整備状況

公共施設の維持・更新にかかる費用の試算
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市民文化系
9.2％

保健・福祉
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1.0％

学校教育系
39.1％
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4.0％

公営住宅
14.9％

スポーツ・
レクリエーション
9.0％

社会教育系
3.6％

その他
6.5％

全体

486,605㎡
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医療施設
1.0％

産業系
2.8％

学校教育系
7.7％

子育て支援
10.3％
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574施設

公共施設維持・更新にかかる不足額
不足額解消
のため…

長寿命化

延床面積
34％削減

施設更新
必要経費

年額
46億円

充当可能
経　　費

年額
21.2億円

不足額

年額
24.8億円
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40年間の総額　　1,828億円

年平均
約46億円
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